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自由市場経済体制の存立と変容における
社会的要因
向 井 利 昌
Ⅰ 自由市場経済体制をめぐっての諸問題点
自由市場経済体制を基盤として成立した資本主義経済が体制的変動の傾向に
ある現状において,自由市場経済体制の存立性と変容傾向に関して,諸種の議
論が提示されているが,これらは概括的にみて以下のように区別されうる｡伽
自由市場経済体制永続論 自由市場経済体制をもっとも適正で効率的な経済体
制とみなし,その永続性を主張する見解であり,それは,(i)自由市場経済体
制と資本主義経済体制との必然的対応性をみとめる立場と,(ii)そのような必
然的対応性をみとめず,自由市場経済体制は,自由競争塾の計画経済体制にお
いてこそ充分な発展が実現することを主張する立場とに分れる｡ (2)自由市場
経済体制崩壊論 この見解として,(i)中央集権的な計画経済体制を支持する
立場があるが,(ii)より注目に値するものとして,(Ⅰ)資本主義経済体制の変
動傾向さらには新しい経済体制への移行過程における,自由市場経済体制の減
退化を指摘する見解と,(Ⅱ)社会生活全体の体制の,経済体制が優越的位置に
ある体制から,経済体制が自律性を喪失して社会生活全体のなかに統合された
体制-の移行傾向において,自由市場経済体制の崩壊を主張する立場とが顧み
られる｡
筆者は,この論稿で,(1)(i)の見解およびとくに(2)の見解に批判的検討を加
A,(1)(i)の立場からの論述をらころみるが,固有の ｢対人的｣interpersonal,
1
2:wischenmenschlich現象としての ｢社会｣とくに階級的勢力関係の理論的分析
1 L･V･Wiese,Da∫Soてiale,WestdeutscherVerlagをKolnlュndOp】aden,1956,SS･8-9･高田保馬 『社
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に基づいた自由市場経済体制の存立と変容における ｢社会的要田｣の考察につ
2
いて,従来の私見に再検討 と補充を加えながら,論述を展開してみたい｡
筆者が新しい構想としてとくに論述をこころみているのは,｢自由経済組織｣
と ｢自由市場組織｣ との区別および関連性である｡｢自由経済組織｣は,可能
的多数のひとびとが 自主的 ･主体的な経済的行為を遂行しうるための組織であ
り,発展型の資本主義経済体制にみられるような,多数の専門的職能者の物化
3
されがたい主体的諸職能による所得の取得を可能にしている経済組織紘,その
ような諸職能に よる所得の成立が物化された生産財 としての労働用役と賃金と
の交換によるとほみられがたいがゆえに,物化された労働用役を含めた商品と
しての財の交換が自由競争によって行われる組織である ｢自由市場組織｣とし
てほとらえがたい｡｢自由市場組織｣は,その純粋型においては, ｢自由経済
組織｣との本質的関連性において,原則として物化された労働用役を除いたほ
んらいの財の交換組織として成立するといい うる｡ 自由市場経済体制の成立 と
変容の論究にあたって, この二つの組織の複合態のあ り方が問題 となる｡
Ⅱ 資本主義的自由市場経済体制の永続論についての検討
1 論述の主旨
この立場の代表的なものは, ミーゼス (L.Ⅴ.Mieses)- -イェク(F.V.Hayek)
- フリー ドマン (M･Friedman)の諸学説であ り,つぎのような議論から構成
4
されている｡
全学概論』,新版,岩波書店,昭和46年,第一編第-革質一節｡
2 拙稿,｢経済体制論の-課題｣,国民経済雑誌第85巻第4号,神戸大学経済経営学会,昭和27年4
月,｢現代資本主義と経済的デモクラシ ｣ー(居安正･向井利昌･南院泰芙･野rj寛 共著『現代社
会とデモクラシ 』ー,ミネルヴァ書房,昭和48年), ｢交換の社会的基礎｣,同上誌第129巻第2号,
昭和49年2月 (拙著『現代資本主義と階級』経済社会学叢書2,新評論,昭和52年),｢計画経済体
制と勢力構造｣,同上誌第138巻第1号,昭和53年7月,｢資本主義経済体制における自由と政治権
力一一勢力論的一考察- ｣,同上誌第144巻第5号,昭和56年11月｡
3 拙稿,｢資本主義体制の変質と非経済的勢力｣,神戸大学経済学研究年報20,昭和48年,67-69ベ
- ジ｡
4 拙稿,｢資本主義経済体制における自由と政治権力｣,12-16ペ-汐｡
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(1)自由市場経済体制はもっとも適正で効率的な経済体制である｡(2)この経済
6
体制は必然的に資本主義経済体制にはかならない｡(3に の経済体制の実現のた
めには,国家の経済生活-の政治的統制は,以下の諸点よりして,極小でなけ
ればならない｡ (i)自由市場経済体制の存立と維持の前提条件としての政治
7
的統帥 ま当然必要である｡(i)一定の経済体制に基づいて生じている ｢経済過
程｣に対する国家の政治的統制は,つぎの諸根拠よりして,極力排除されねば
●●●●●●●I●
ならない｡ (Ⅰ)資本主義体制の発展段階において,一定の限度をこえた国家の
8
統制の強化は経済生活の正常な発展を阻止する｡(Ⅱ)社会主義的計画経済体制
は,中央集権的な強制型の計画経済体制にはかならないのであり,経済生活の
9
合理的運営および諸個人の自由の実現が抑圧されるのであり,諸個人の自由競
10
争の最大限の活用を企図した計画経済体制の実現性はみとめられがたい｡
2 諸批判点の提起
以上の資本主義的自由市場経済体制の永続的存立論に対して,筆者は,後述
の議論との関連において,中心的な批判点を提起してお く｡
5 L v.Mieses,EconomicPol'CJlThoughl∫fwTodayandTowwrrow,Regner/Gateway,Inc.,SouthBend,
Indian,1979,lstLecture,村田稔雄訳『自由-の決断』,広文社,昭和55年,第一講. F･A･Hayck,
77ieRoadloSerjdom,TheUniversityofChicagoPress,Chicago,1944,pp･12-13,-谷藤一郎訳『隷
従への道- 社会主義と自由- 』,創文社,昭和25年,25ペ-ジ｡ M･Friedman,Capitalism and
Frecdom,TheUniversityofChicagoPres,Chicago皮 London,1962,p.13,p.14,p･201,熊谷尚
夫･西山千明･白井孝昌訳『資本主義と自由』,マグロヒル好学社,昭和50年,14ペ-ジ,16ぺ-ジ,
226-227ペ-ジ,M.良R.Friedman,FreetoCあoDSe,HarcourtBraceJovanovichlnc.NewYork,1980,
pp･64-69,西山千明訳『選択の自由』,日本経済新聞社,昭和58年,105-114ペ ジー｡
6 L.V.Mieses,ibid･,pp･5-14,釈,18-300 F･A･Hayek,ibid.,pp.69-70,pp.101-102,釈,95
ページ,138ペ-ジoM･Friedman,ibid･,p･13,釈,14べ-ジ,M･良R･Friedman,ibzd.,pp･22-24,
訳,36-380
7 F.A･Hayek,ibid･,p･36,釈,54ページ｡M･Friedman,ibid.,p.15,釈, 16ペ-ジ,M･&R.
Friedman,ibid･,pp･27-31訳,45-49ページ0
8 L･V･Mieses,ibid･,5rdLectlre,釈,貸三着｡F･A･Hayek,2lbid･,p.201,釈,226-227ペ-ジ.
M･&RIFriedman,l'b2ld.,p164,釈,105ペ-ジ.
9 Lv･Mi6SeS,ibid･,2ndLecture,釈,第二着oF･A･Hayek,ibid.,pp･25-27,釈,39-41ページo
M.Friedman,ibid.,p.46,p.201,釈,90ページ,226-227ページ, M.&R.Friedman,ibid.,pp.
54-55訳,90ページ｡
10 F･A･Fayek,ibid･,p.31,釈,60-61ペ-ジ｡
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(1)物質的手段としての物財または財を利用しうる状態に用意し準備する ｢物
財調達行為｣のなんらかの主体を通じての相互関連憩を,経済の本質としてと
ll
らえ,経済の活動態である ｢経済過程｣が複数人間の接触と交渉において持読
12
的,常親的に成立するための一定の様式または仕組を, ｢経済組織｣と呼び,
諸経済組織の一定の社会における全体としての複合的関連態を, ｢経済体制｣
13
economicsystem,Wirtschaftssystem とみなし,財の交換のための経済組織であ
14
る ｢市場組織｣における自由競争を中心的特色とする経済体制を ｢自由市場経
済体制｣として把捉するとき,このような経済体制における自由の実現性につ
いて,以下の事柄が検討されねばならない｡
(i) 経済生活における自由は,ひとびとの自主的な選択による物財調達行
為の実現とみなされ,このような自由の社会的次元での発展は,可能的多数の
諸個人の機会均等的で公正な自由競争による物財調達の実現を意味しており,
｢自由経済組織｣の自由市場経済体制との結びつきにおける実現性については,
つぎの諸事象が考慮されねばならない｡ (Ⅰ)経済的自由競争と本質的に結び
ついている市場組織の存立自体が一定の歴史的発展段階を前提としているが,
資本主義経済体制を自由市場経済体制としてとらえることについては,以下の
検討が必要となる｡ ‖社会経済の形態を,超歴史的に普遍的に存在する ｢基
本的形態｣と,特定の歴史の段階においてのみ存在する ｢派生的形態｣とに区
別するとき,基本的形態としての生産と分配は,その発展過程において ｢派生
的形態｣によって決定的作用を与えられるが,資本主義経済の中心的主体であ
る企業は,無限の利潤活動を,生産物および生産財の諸市場での自由競争によ
15 16
る ｢交換｣を通じての価格横棒を決定的根拠として遂行している｡ 日資本主
11 北野熊菩男 『増訂 経済社会の基本問題- 経済社会学原理- ｣, 昭和31年,三和書房,20-
21ぺ-ジ｡
12 拙稿,｢経済体制と階級構造｣,国民経済雑誌第122巻第5号,昭和45年11月,56ページ (前掲拙著,
60ページ)｡
13 北野熊喜男,同上著,84-85ペ-ジ,同上拙稿,56-57ペ-㌔ (前掲拙著,60-61ペ-ジ)0
14 同上拙稿,57ページ (前掲拙蕎 60ページ)O
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義経済体制の市場組織における ｢自由競争｣について,つぎの諸問題が考慮さ
れねばならない｡ 1)交換を,供給者と需要者との競争力に関して,両者が対
等の立場におかれている ｢競争的交換｣と,両者が非対等の立場におかれてい
る ｢非競争的交換｣とに区別するとき, ｢非競争的交換｣の市場においては,
17
自由競争は充分に実現されてはいない｡ 2)いわゆる ｢自由競争市場｣におい
てほ,非生産物である土地と労働も商品として売買の対象となるが,労働の売
買を市場の自由競争に含めてとらえることは,以下の諸点で困難といいうる｡
LA)資本主義経済において,労働者が,人格的主体の活動である労働をかれの人
格から分離されて物化され客体化された商品として雇用者に売却することは,
労働者の自由選択によるとはいいがたい｡(B)現実の多くの事態における賃金の
高さは,労働者と雇用者とのほんらいの自由競争によって決定されるとはみな
18 19
されがたい｡(bl)基本型の資本主義経済体制の小規模企業における単純 ･低級
労働者は,その提供する労働用役の代替性および雇用者に対する従属性が大で
あり,企業への対抗組織も未発達であるので,きわめて不利な立場で労働を売
20 21
らざるをえない状態にある｡(b2)発展型の資本主義経済体制の大規模企業にお
ける高級 ･熟練労働者は,その労働用役の代替性および雇用者への従属性も減
少していて,高賃金によって生活が安定しており,さらに,労働組合による企
業への対抗力の強化によって,その労働用役の生産性とは独立に高賃金を能動
22
的に取得しうる状態にあり,この場合においても,賃金は労働の供給者と需要
15 拙稿,｢交換の社会的基礎｣,40ページ (前掲拙著,44ページ),｢所得分配における交換的要因と
非交換的要因- 階政論的一考察- ｣,神戸大学経済学研究年報24,昭和52年,33-36ページ0
16 拙稿 ｢交換の社会的基礎｣,38-40ページ (前掲拙著,A=2-44ペ-ジ)0
17 同上拙稿,40ページ,52-55ページ (前掲拙著,44ペ-ジ,54-57ページ)0
18 拙稿 ｢賃金決定における経済的勢力と非経済的勢力｣,国民経済雑誌第133巻第3号,昭和51年3
月,12-18ページ0
19 拙稿 ｢企業組織と階政的勢力｣, 神戸大経済学学研究年報18,昭和46年,59-61ページ (前掲拙
著,99-101ページ)0
20 M.Tlgan-Baranowsky.SozialeTheorlederVe21eflmg,VerlagYonJlユlilユSSpringer,Berlin,SS.61-65.
拙稿 ｢労働者階奴の勢力について｣,国民経済雑誌第120巻第2号,昭和44年8月,8-10ページ,
13-14ペ-㌔ (前掲拙著,176-177ページ,180-181ページ)0
21 拙稿 ｢企業組織と階級的勢力｣,72-74(前掲拙著,110-112ページ)0
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者との自由競争によって成立するとはみられがたい｡ 3)基本型の資本主義経
済体制の小規模企業においては,企業生産の決意 ･執行という企業組織の中枢
23
的職能であって人間ほんらいの主体的職能である ｢企業者職能｣は,資本の提
供を本質的職能とする資本家によって占有されていて,かれの職能のなかに未
分化的に含まれていて,その自律性は実現していないが,発展型の資本主義経
済体制の進行に伴い,資本家に代って,比較的多数の非資本家の専門的職能者
24
によって担当または分担されるようになり,一方,高級 ･熟練労働者は,労働
用役の提供とは独立に,労働組合の政治的対抗力や経営参加などを通じての主
25
体的 ･能動的行為によって,賃金を獲得してきている｡これらの諸事象にみら
れるように,資本主義経済体制の発展に基づいて,交換が経済過程の中心的現
象となってくるとともに,経済体制のより一層の変質的発展に伴って,財の提
供なかんずく物化された労働用役の提供以外の諸要因とくに主体的 ･能動的諸
26
行為による物財調達が優越化してくる傾向にあることを看過できない｡上述の
議論よりして, ｢自由市場組織｣を自由競争による財の売買の組織とみなすこ
とに関しては,つぎの考慮が必要となる｡LA)人間の主体的活動が物化されて売
買されることは労働者の自由意志に基づいているとはいいがたいので,そのよ
うな財を含んでいる市場組織を ｢自由｣競争による市場組織とみなすことは問
題となる｡(B)労働が主体的で能動的な行為として現われるとき,市場組織にお
いて,売買される財のなかで,物化された労働の占める分野はしだいに減小し
てゆき,ほんらいの財のみが売買の対象となる傾向が生じ,この状態において
こそ,充分な意味での ｢自由経済組織｣と結びついた ｢自由市場組織｣の実現
22 拙稿 ｢資本主義の発展と労働者階級の勢力｣,国民経済雑誌第120巻第3号,昭和44年9月,23-
34ページ (前掲拙著,190-198ページ)｡
23 拙稿 ｢企業者勢力についての一考察｣(酒井正三郎先生還暦記念論文集 『経済構造と経済政策』,
東洋経済新報社,昭和38年),318-332ページ (前掲拙著,131-134ページ),｢企業組織と階級的
勢力｣,62-63ページ (前掲拙著,131-134ペ-ジ)｡
24 拙稿 ｢企業組織と階級的勢力｣,75-88ページ (前掲拙著,112-119ページ)｡
25 拙稿 ｢資本主義の発展と労働者階級の勢力｣,26-29ページ (前掲拙著,192-195ページ)0
26 拙稿 ｢交換の社会的基礎｣,56ペ-ジ (前掲拙著,58ページ)O
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が考えられうるが,この状態は,資本主義経済体制と本質的には対応しえない｡
(Ⅱ)資本主義経済体制における諸個人の自由競争を制約する基本的条件である
財産の私的所有を可能にする要因として,‖経済的自由競争における個人の手
腕,努力のような ｢人為形成的要因｣と,日特定の家族員としての出生に基づ
27
いて一定の財産を相続する場合の ｢自然生成的要因｣とが考えられうる｡資本
主義経済の発展さらには社会の合理化の進展と結びついて,日の ｢自然生成的
要因｣に対するHの ｢人為形成的要因｣の優越化がみとられるが,つねに,財
28
産の所有および相続は日の ｢自然生成的要因｣を基礎として成立しており,財
産の所有と相続に制約された経済的競争を自由競争とみることは困難である｡
なお,問題とする資本主義的自由競争擁護論においては,財産の所有と相続を
関して,Hの ｢人為形成的要因｣が自由競争との結びつきにおいて強調されて
29
いるとともに,巨ゆ ｢自然生成的要因｣についても,先天的な偶然的チャンス
による横会均等的平等を指摘して,自由と対立的でないという解釈がなされて
30 31
いるが,筆者は,このような見解に対して,根本的に批判的である｡
(ii) 経済生活における ｢自由競争｣について,つぎの二?の面からの区別
と関連が考えられうる｡ 仏)諸個人の決定的な主体的動磯が (al)私的利益の排
他的追求を目指しての ｢自利的｣動機である場合と (a2)社会全体の共同の利
32
益を自覚した ｢共益的｣動機である場合とが,また,(B)主体的動機に基づいた
行為を実現しうるひとびとの人数が,相対的にみて, (bl) 少数である場合と
(b2)多数である場合とが,区別され,以上の困,(B)のそれぞれの組合わせによ
って,自由競争をめぐって,いちおう,つぎの四つの形態が考えられ うる｡
27 拙著 『階級構造の基礎理論』,日本評論社,昭和38年,71-74ページ0
28 同上拙著,229-231ページ,拙稿 ｢資本主義経済体制における自由と政治権力｣,24-27ペ-ジ｡
29 F.A.Hayek･,OPICit･,pp.101-102,釈,138-139ペ-ジ｡M.良 R.Friedman,op･cil･,p･67,釈,
109ペ-ジ0
30 M･Friedman,op･cit･,pp,165-166,釈,186-187ページ,M.良 R,Friedman,OPICil･,pp.136-
137,釈,218-219ページ｡
31 拙稿 ｢資本主義経済体制における自由と政治権力｣,29ページ｡
32 北野熊喜男 『増訂 経済社会の基本問題- 経済社会学原理- 』,三和書房,昭和36年,89-92
ペ-ジ,94-101ペ-ジo拙著 『新訂 社会科学概論』,三和書房,昭和56年,183-184ページ｡
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(bl) 少 数 (Ⅰ ) (Ⅱ)
(b2) 多 数 (Ⅱ) (Ⅳ)
(Ⅰ)この形態に対応して
いるのは,少数者の資本
家および企業者が自利的
動機によって競争的行為
を遂行している資本主義
経済体制とくにその基本型である｡(Ⅱ)問題とする自由競争擁護論は,この形
態を自由市場経済体制の永続的形態とみなしている｡なお,資本主義経済体制
3
の発展型においては,この形態の実現の傾向がみとめられ うる｡(Ⅲ)少数の指
導者による計画経済体制がこの形態に対応 しているが,少数の支配者の独裁的
計画によって成立するときには,自由競争体制から除外されね ばな らない｡
(Ⅳ)この形態は,自由競争の高度の発展形態とみなされ,発展型の資本主義経
34
済体制においても,基本的傾向として,緒初的特色が現われているが,この形
態の自由競争は,国家の中央計画を不可欠的要件とする計画経済体制において
35
こそ充分に実現しうるのである｡
(2)自由市場経済体制の存立と変動を制約し促進している基礎的要因, とくに
●●●●●●●
固有の対人的現象としての ｢社会的要因｣についての論述が要請され,経防体
制におけるひとびとの自由の問題についての,かれらの物財調達行為の基礎を
36
なしている社会的勢力の集中性と分散性の点 よりの考察が必要となる｡
ⅠⅠⅠ 自由市場経済体制崩壊論の検討
つぎに,自由市場経済体制を近代の歴史的発展段階においてのみ成立するも
のとみなし,社会生活の将来-の変動に伴 う崩壊を主張する見解を,批判的に
検討することにする｡
33 拙稿 ｢企業組織と階級的勢力｣,75-83ページ(拙著 『現代資本主義と階級』,112-119ペ-ジ)a
34 拙稿 ｢共益経済の社会的基礎｣(北野熊喜男博士古稀記念論文集『経済と社会の基礎分析』,古稀
記念論文集刊行会,昭和54年), 10-11ぺ-ジ.
35 拙稿 ｢計画経済体制と勢力構造｣,38-39ページ｡
36 拙稿 ｢資本主義経済体制における自由と政治権力｣,17-29ペ-ジ｡
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1 強制型計画経済体制の成立による崩壊論
この塾の経済体制は,中央集権的計画による経済生活の全面的統制を意図し
ており,個別的な諸経済主体の自主的行動の余地は極小であり,価格擁構を通
37
じての市場の自由競争による合理的運営は実現しがたい｡このような経済体制
38
は, ｢社会構造｣の合理化に基づいていない反動的体制であり,今世紀後半頃
からしだいに自由競争の要素を導入し初め,その基本的特色は衰退の傾向にあ
る｡
2 資本主義経済体制の発展との関連性における崩壊論
- ガルブレイス説を対象として-
資本主義経済体制の発展的変質傾向に伴う自由市場経済体制の衰退傾向を主
張する見解について,一つの代表的立場にあるガルブレイス (J･K･Galbraith)
の学説の検討を行なうことにする｡
(1) ガルブレイス説の論述の要旨
当面の議論ととくに関連しているがガルブレイスの論述は,以下のように要
約されうる｡
(i) 20世紀以後とくに後半以後の先進諸国において,大多数の小規模企業
間の競争に基づいた ｢自由競争市場｣の存立の余地は減小し,資本主義経済体
制の中心的主体は ｢企業者的法人企業｣から ｢成熟法人企業｣-と変移してき
39
ており,大企業体制の進展は,つぎの諸過程を通じて自由市場体制と結びつい
た資本主義体制に変容をもたらしてゆく｡(Ⅰ)経済体制において,中小企業に
よって成立している ｢市場体制｣に対して,大企業から構成されている ｢計画
化体制｣ the planning system が優越的地位を占めていて,両体制問の不均等
40
的発展が生じてくる｡(Ⅱ)｢成熟法人企業｣においては,多くの重要なデシジ
37 L･V･Mieses,optcitリpp.32-36,釈,55-62ペ-ジ｡
38 拙稿 ｢計画経済体制と勢力構造｣,36-37ページ,｢合理的経済体制における国家と階級｣,国民
経済雑誌第138巻第6号,昭和53年12月,38ページ0
39 J･K･Galbraith,TheNewZnduslrlalSlate,HamlShHamiton,London,1967,pp･60-71,都留重入
監訳 『新しい産業国家』,河出書房,昭和43年,70-90ページ｡
40 J.K.Galbraith,EconomicsandthePublicPurPoJe,HoughtonMifninCompany,Boston,1973,pp.42
-51,久我豊雄訳 『経済学と公共目的』,河出書房新書,昭和50年,70-80ペ-ジO
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ヨン･メイキングが多数人の専門的諸知識と諸情報に依存しているため, ｢専
門化した知識,才能または経験をグループ･デシジョン･メイキングに提供す
る｣多数人からなる "Technostructure" が企業における新しい支配力をえて
41
おり,この状態は,経済体制をつぎのように変容させてゆく｡H地主から資本
衣-移行した企業における支配力が,｢資本から組織化された知性-｣移行す
42
る｡日｢テクノス トラクチャ｣を組織に結びつける ｢誘因｣のなかで,｢強制｣
や ｢金銭的誘因｣に代って,個人が自分の目標よりも組織の目標の方をすぐれ
ていると判断して集団に加入する ｢共鳴｣identi丘cationと,個人が組織の目標
を自分の目標に合致させようとして組織に奉仕する ｢適合｣adaptationとが重
43
要性を増しているが,一方において,かれらは,企業の安全性を図ることによ
ってみずからの地位または権威を守ろうとする ｢保身の目的｣とそれを強化し
44
ようとする ｢本来の目的｣によって行動している｡(Ⅲ)大企業体制内において,
上級労働者は ｢テクノストラクチャ｣に包含されてゆくため大企業体制内の階
45
級的緊張関係は緩和され,一般大衆の生活圧迫へと転化される｡(Ⅳ)大規模企
業の優越性を抑制するつぎの諸事象が出現している｡H大企業の私的勢力に対
して,労働組合の力を中心とする ｢対抗力｣の台頭による抑制が,インフレー
46 47
ション下では作用しないが,競争に代って出現する｡日大規模企業自体が,質
本主義的企業の行動原理に従うことが抑止される｡ 1)｢テクノストラクチャ｣
の組織目標に関与する誘因のなかで優越化している ｢共鳴｣と ｢適合｣とは,
利潤極大化という企業目標の ｢金銭的誘因｣と矛盾しており,大規模企業の行
48
動原理は,利潤極大化より最低利潤の保障-と転換させられる｡ 2)｢計画化
41 T7ieNewJndu∫fru}lSlate,pp･60-71訳,79-90ペ ジー.
42 ib7d･p･56,釈,92ペ ジー｡
43 ibid･,pp･60-71,ⅩⅠ,ⅩⅠⅠ,ⅩIII,釈,80-86ペ ジー,第11革,第12章,第13章｡
44 Economic∫andthePublicPurpose,Ⅹ,XI,釈,第10章,第11章0
45 TheNewZnduslrlalState,ⅩⅩⅠⅠⅠ,ⅩⅩⅠⅤ,釈,第23葦,第24茸｡
46 J.K.Galbraith,Amerl'caTICapitali'smIT7ieGonceplofCouluerVa2-lingPower,HoughtonMifninCompany,
Boston,1952,pp1142-148,藤源五郎訳『アメl)カの資本主義』,時事通信社,昭和30年,165-172
ペ - ジ｡
47 ibl'd･,pp･122-142,釈,142-165ペ-ジO
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体制｣は ｢市場体制｣に比して,済経的数量の変動に対して不安定であ り,
｢テクノストラクチャ｣は ｢保身の目的｣と ｢本来の目的｣を確実にするため,
49
国家の済経政策への接近を企図するようになる｡
(ii) 現代の経済体制の改革における諸要件が,以下のように問題にされて
いる｡(Ⅰ)｢計画化体制｣と ｢市場体制｣との不均等的発展から生ずる経済生
活の不安定性への対策として,公共の利益の実現を目指す ｢公共国家｣を政策
50
主体とし, ｢公共性の認識｣が支配的である ｢新しい社会主義｣の確立が洞察
51
されている｡(Ⅱ)個人の自由と大企業体制の将来の動向に関して,産業体制が
生活のなかの相対的に比重を減小した一部であるならば,われわれは,産業体
制の諸目標に従わないようになり, ｢産業体制自身が生活の審美的諸次元の諸
52
要請に従うようになる｣のであり,産業体制は,知性的で科学的な諸要語に奉
仕するために,産業体制による社会的目的の独占を拒否するようになることが
53
期待されうるコミュニティを出現させると考えられる｡
(2) 諸批判点の提起
以上のガルブレイスの議論に関して,とくに問題となる批判点を検討してみ
よう｡
(i) ｢自由経済組織｣と ｢自由市場組織｣との変容過程につも､て,以下の
諸点が問題視される｡(Ⅰ)｢自由市場組織｣の縮小過程については,つぎの事
柄が検討されうる｡ ‖ ｢計画化体制｣の優越化の懐向は,必然的に ｢自由市
場組織｣の減退をもたらすとはいいがたいのであり,とくに,その傾向が,
54
｢市場圏｣の血縁的,地縁的な自然生成的要因による制約から脱却した拡大化
に基づいて進行するとき,問題の組織の発展が顧みられうる｡ E)審美的欲望
771eNewZnduilrialStale,pp･159-161,釈,189-191ペ ジー｡
Economic∫a〝dthePublicPurpo∫C,pp･122-125,釈,175-179ペ-ジ｡
ibid･,ⅩⅩⅠ,釈,第22章.
ibid･,ⅩⅩⅤⅠⅠ,釈,第27章｡
TileNewIndustrialSlate,pp･338-339,釈,446-447ペ ジーo
ibid･,p･398,釈,447ペ ジー｡
拙稿｢経済体制と階級構造｣,57-58ペ-ジ(前掲拙著,60-61ペー ジ)O
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をみたす財の供給をめぐっての ｢市場体制｣の強化に ｢自由市場組織｣の再発
展の可能性が構想されているが,現代の高度産業社会において,中小企業を主
体とする ｢市場体制｣の発展によって充分な意味での ｢自由市場組織｣の実現
を考えることは困難であるoE伯由競争型の計画経済体制における価格横棒の
活用による ｢自由市場組織｣の成立の可能性について,論述が判然としない｡
(Ⅱ)｢自由経済組織｣に関する議論に対しても,つぎの批判点が指摘されうる｡
‖私見によれば,経済生活における自由競争の実現の考察をめく中って,物財調
達を可能にする個人の一定の能力としての ｢対物的勢力｣の形をとって現われ
5
る ｢勢力｣のあり方の分析が不可欠的意義をもっているが,この点に関しても,
とくにつぎの事柄についての論述がきわめて不充分である｡ ｢テクノストラク
56
チャ｣の上層部と下層部との問には,勢力の相違がみとめられ,上層部の勢力
は,合理的社会に特有の,相手を自由選択によって服従させる ｢間接的･誘導
的勢力｣のなかでの,財の提供に基づいている ｢経済的勢力｣から区別される,
57
財の提供を本質的要因としない ｢非経済的勢力｣としてとらえられ,多数人へ
58
の分散性を特色としている｡日対物的勢力の分散性の促進と拘束を基礎づけ制
59
約している国家の政治的統制力の動向と ｢自由経済組織｣との関連性を,計画
経済体制における事態をも考慮に入れて追究することが必要である｡E‖~計画
化体制｣は知性的で科学的な要請に対応しており,大規模企業の主導者である
｢テクノストラクチャ｣が大企業体制による社会的目的の独占を阻止すること
に, ｢自由経経組織｣の存立が洞察されているが,その客観的妥当性について
立入った検討が要請される｡
(i) 現代の資本主義経済体制の変容憶向における,さらには,計画経済体
制の成立において構想されうる｢自由市場経済体制｣における｢自由経済組織｣
55 拙稿,｢資本主義体制の変質と非経済的勢力｣,39-45ページ,｢資本主義経済体制における白由
と政治権力｣,19-21ページ｡
56 拙稿 ｢企業組織と階級的勢力｣,64-65ページ (前掲拙著,103-104ページ)0
57 同上拙稿,97-98ペ-ジ (前掲拙著,106-107ページ)0
58 拙稿 ｢現代社会における支配層｣(拙著 『新訂 社会科学概論』),137-144ページ｡
59 拙稿 ｢資本主義経済体制における自由と政治権力｣,24-31ページ｡
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と ｢自由市場組織｣との複合態のあり方についての考察が,本格的には行われ
ていない｡
(ii) 資本主義経済体制さらには ｢自由市場経済体制｣の変質的発展傾向に
おける国家のあり方についての, ｢公共性の認識｣に基づいた ｢公共国家｣の
実現性の主張も,それの客観的実現性の論述が問題となる｡
3 統合的社会体制の成立による崩壊論
社会生活の諸現象におけるおのおのについての諸 ｢社会組織｣の全体として
の複合態を ｢社会体制｣と呼ぶとき,一派の見解によれば,前近代社会におい
ては,諸社会組織が相互に密接に融合し合っている ｢統合的社会体制｣のなか
の一部分として経済組織は埋没していて,近代の経済生活の発展に伴って,級
済組織が自律化し諸社会組織のなかで優越的位置を占めてくるところに ｢自由
市場経済体制｣と結びついた ｢経済体制｣が一時的な歴史的現象として成立す
るが,それは,将来の ｢統合的社会体制｣-の動向とともに崩壊の傾向を示す
ことが,主張されており,この見解のなかで,ボラソニー (K･Polanyi)と-イ
マン (E･Heimann)の学説に検討を加えることにする｡
(1) ボランニイ-説の検討
(i) 論述の要旨
(Ⅰ)まず,ボランニイ-の人塀学的論述における基本的諸概念を明らかにさ
せておきたい｡ H自由の問題は, ｢制度｣の面では,規制との関連において,
｢失われた自由と獲得した自由とのバランス｣が問題となり, ｢道徳的または
60
宗教的な面｣では, ｢それの維持が最高の重要性をもつ自由｣が問題であるが,
｢(市場)経済の意図は利潤と繁栄をつくり出すことにあって･--自由も平和も
61
制度化されえなかった｣のである｡ヒ‖~経済的自由主義｣は, ｢産業が自己調
62
整の市場という制度に基づいている社会の組織原理｣である｡E)市場経済にお
60 K.Polanyi,TheGreatTransformation.･thePoliticalandEconomicOriginsofourTime,BaconPresBook′
1944,pp･254′-255,吉沢英成･野口武彦･長尾史郎･杉村芳美共訳『大転換- 市場社会の形成と
崩壊- 』,東洋経済新報社,昭和50年,339-340ペ ジー｡
61 ibid･,p･255,釈,341ペ-ジ｡
62 ibl'd･,p･135,釈,184ペー ジ.
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いては, ｢財の生産と分配における秩序はこの自己調整機構に委託せられてい
●●●●●●●●●●●●●●●●■●●●●●●●●●●
る｣とともに, ｢人間は最大の貨幣利得を達成しようとして行動するという期
｡.｡.｡｡.●●｡｡ 63
待によって導かれている｣とみられうるが (傍点筆者),この市場経済の特色に
ついて,とくに以下の事柄が注目されうる｡1)自己調整市場は, ｢社会の人間
64
的 ･自然的実体を絶滅させることなしには存立しえない｣のであり, ｢産業の
すべての要因について,すなわち,財-･-のみならず,労働,土地,貨幣に対
65
する諸市場が存在している｣のである｡2)国家とその政策に関して, ｢販売を
通ずること以外には,どのような所得が形成されるのも許されてほならない｣
のであり, ｢変化する市場の諸状態に対応する価格の調整-のいかなる干渉も
66
存在してほならない｣のである｡3)｢以前には日常生活における行為や行動の
正当性の次元にまで高められたことは全 くなかった-･-利得動機にみずからの
67
基礎をおくことをえらんでいる｣ことが,また, ｢市場社会への真の批判は,
･･-その社会の経済が selfLinterestに基づいていた｣ことであり, ｢経済生活
●●● 68
のそのような組織は全く不自然なものであり,例外的なものである｣ことが,
指摘されるO(pg)自己調整的自由市場体制と資本主義的経済体制との必然的対応
69
性がみとめられうる｡
(Ⅱ)自己調整的自由市場体制の成立とそれが社会生活におよぼす影響とその
将来の動向について,以下の事柄がみとめられる｡‖市場経済は, ｢われわれ
70
の時代以外には一度も現われなかった制度的構造｣であり, ｢最近の歴史学お
●●●●●● ●●●●●
よび人類学の顕著な発見は,人間の経済は,原則として,人間の社会的諸関係
71
のなかに埋没している submergedということである｣｡ 目自己調整的自由市
63 ibidr,p･68,釈,91-92ペ ジー｡
64 ibid･,p･3,釈,4ペ-ジ｡
65 ibid･,pl69,釈,92ペー ジ｡
66 l'bid･,p･69,釈,92-93ペー ジ｡
67 2'bid･,pl30,釈,39ぺ-ジ｡
68 ibid･,pl249,釈,333-334ペ ジー｡
69 ibid･,pp･56-57,釈,75-76ペ ジー｡
70 ibid･,p･37,釈,50ペ ジー｡
71 ibid･,p･46,釈,61ペ ジー.
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場体制成立の要因として,とくに,1)産業革命および機械生産の発展が画期的
72
な影響を与えたことと,2)市場バク-ソの進化について, ｢新しい諸国民市場
が,--･普及的になったのは,競争という新しい要素ではなくて,規制という
73
伝統的特徴であった｣ことが,みとめられるよ(3自己調整的自由市場経済体制
が社会生活さらには人間生活に対して与えてきた影響について,以下の諸事象
が指摘されうる｡1)市場パターンにおいては, ｢社会が市場の付属物として動
●●●●●●●●●●■●●●●●●●●●●
いていることを意味している｡経済が諸社会関係のなかに埋没されているので
｡-｡｡｡●｡｡●｡..｡.｡.｡｡..｡.｡ 74
はなくて,諸社会関係が経済システムのなかに埋没されている (傍点筆者)｣と,
いいうる｡2)ひとびとの利己的動機による経済競争が国家の政治的統制,社会
的慣習などからの拘束をうけずに自由に放任されている自己調整市場の成立は
｢自然的｣であるという観念に支配されているが,実際は,そのような市場の
75
成立は国家の政策的統制と結びついていた｡3)自己調整市場は,ほんらいの商
品以外のものをも, ｢擬制商品｣the丘ctitiouscommoditiesとして市場におけ
る売買の対象にさせるが,このことが社会生活に破壊的作用をもたらすことが,
すなわち,労働,土地および貨幣を含めた産業のすべての諸要素が, ｢市場機
●●●●●●●●■●●●●●●●●●●●●
構のなかに包含されることは,社会の実体そのものが市場の諸法則に従属させ
られることを意味している｡--労働,土地そして貨幣は,明らかに商品では
●●●●●●●●●◆●●●●●●●●●●●●●
なく,--市場機構に人間的存在とその自然的環境についての,それどころか
●●●●●●●●●●●●●●●●●
購買力の量と用途についてさえも,唯一の支配者となることを許すことは,社
76
会の破壊をもたらすことになる (傍点筆者)｣のである｡囲自己調整市場の発展
が社会生活および自然環境を破局化してきた債向と平行して,社会自身の自己
防衛のための諸現象と階級対立が出現し,1)｢社会的および国民的な保護主義
への変動が自己調整的な市場システムに内在している弱点と危機の現われ以外
2 ibid･,pp･40-42,釈,53-55ペ-ジ｡
3 ibid･,p･66,釈,88ペ-ジ.
4 7'bidリp,57,釈,76ペ-ジ｡
5 ibid･,pp･140-142,釈,190-193ペ-ジ｡
6 ibid･,ppl71-73,釈,96-98ペ ジー｡
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77
の他の原因によるものであるということは誤っている｣のであり,2)階級利害
の対立の増大とそれに伴う社会変動に関して, ｢階級の諸利害は,もっとも直
78
接的には地位と秩序,身分と安全に関連している｣とみなされる｡圃自己調整
的自由市場の発展が社会の存続についてのいくつかの決定的な側面が潜在的脅
威を含んでいたことは,労働,土地,貨幣の擬制商品化についての防衛運動を,
工場法,失業保険,労働組合,農業関税,土地立法,貨幣供給の組織化などの
79
形で発達させた｡
(Ⅱ)市場経済の ｢自己調整的機能｣の損傷と主要な諸制度の ｢崩壊的緊張｣
について,‖市場経済の損われた自己調整は,土地と労働と貨幣についての保
護主義の結果であり,日国内的には,経済面での失業の増大と政治面での階級
間の緊張の激化が,国際的には,経済面での為替-の圧力と政治面での帝国主
80
義的対立が増大してきた｡
(Ⅳ)社会生活の ｢転換｣の進行傾向および将来社会のあり方について,つぎ
の主張がみられる｡‖1920年代の国際システムの崩壊によって,大衆政治が労
働組合運動を中心として台頭し,ファシズムが普及化し,ロシャ革命が出現し
81
た｡日 ｢複合社会 complexsocietyにおける自由｣に関して,規制が複合社会
における自由の拡大と強化のための唯一の手段であり,しかもこの手段の利用
が自由それ自身と矛盾するならば,複合社会は自由ではありえないが, ｢より
ゆたかな自由をつり出すみずからの仕事に誠実である限り,ひとは,権力また
は計画化がかれに対向してかれがそれらを手段として建設しつつある自由を破
82
壊することを,供れる必要はない｣と考えられうる｡
(i) 諸批判点の検討
ボランニイーの学説には,自由市場経済体制の成立および崩壊について,人
77 ibidリp･145,釈,197ペ ジー0
78 ibidリp･153,釈,209ペ ジー.
79 ibid･,Chap･14,15,16,釈,第14章,第15章,第16章0
80 ibid･,Chap･17,18,釈,第17章,第18章｡
81 ibid･,Chap･19,20,釈,第19章,第20章｡
82 8btd^･,pp･257-258,釈,344-348ペ ジー｡
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類学的立場からのオリジナルな議論が展開されており,その主要部分について,
筆者の立場から,検討と批判をこころみることにする｡
(Ⅰ)｢自己調整市場｣の考察を, ｢社会的要因｣との関連性において基礎づ
けることが,つぎの諸点に関して必要となる｡‖｢自己調整市場｣の成立を
83
｢社会関係｣としての ｢自利的 ･合理的関係｣に結びつけて考察することが要
請される｡このことは,ボランニイ-が, ｢自己調整市場｣を資本主義経済体
制に特有のものとしてとらえ,ひとびとの利己的な経済的動機によって成立し
ているとみなしていることよりして,不可欠的意義をもっている｡日 ｢自己調
整市場｣成立の中心的な前提条件である国家的統制についても,とくに,私有
財産の所有権および相続権と直結している政治権力の問題が論究されねばなら
84
ない｡(Ⅱ)｢自己調整市場｣における労働,土地,貨幣の商品化とくに労働の
商品化に関して,労働者の階級的勢力との関連性が問題となる｡(Ⅲ)｢自己調
整市場｣の崩壊傾向および社会生活の ｢転換｣の議論に関しても,以下の諸問
題点が提起されうる｡‖自己調整的な ｢自由市場組織｣の減退化の傾向は,自
由競争一般の衰退と必然的関連性をもつものではなく,非市場的諸要因の新し
い段階における制約のもとでの ｢自由競争組織｣の成立と結びつきうるのであ
り,このことは,自由競争型の計画経済体制の実現性に関して看過しえない事
柄である｡この点については,ボランニイ-ち, ｢市場社会の終末を羊決して諸
市場の欠如を意味するものではない｡諸市場は,さまざまの様態において,-
-継続されてゆくが,--･経済的自己調整の器官であることをやめてしまう｣
85
と述べているが,このような市場形態の ｢複合社会｣におけるあり方について
の立入った考察が必要である｡日｢複合社会における自由｣に関する議論をめ
ぐってつぎの事柄が問題となる｡ 1)ボランニイーのいう ｢複合社会｣の意味
内容をマヅキィヴァ (R･M･Maclver)の解釈による ｢社会の優位性｣における
86
｢人間的相互依存の包括的で緊密な統一体｣として理解するとき,社会諸現象
83 北野熊善男,前掲著,89-92ペー ジ｡
84 拙稿 ｢資本主義経済体制における自由と政治権力｣,22-31ペー ジ0
85 K･Polanyi,op･C2'lりp･252,釈,377ペ ジー｡
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全体を統合した社会体制の成立と個人の自由と合理性を基本原則とする近代社
会の動向との結びつきが,とくに,このような統合的社会体制の成立と国家の
権力に基づいた統制力との関連性が,重要な課題となる｡ 2) ｢複合社会｣に
おける自由の成立については,とくに,将来の統合的社会体制と ｢合理的社会
87
構造｣との関連性の論述が,看過しえない意義をもっている｡
(2)-イマン説の検討
(i) 論述の要旨
-イマンの学説の検討にあたって,初めに明らかにさせておくことは,かれ
は, ｢自由市場経済体制｣の崩壊を直接問題にしているのではなく, ｢経済優
位時代｣の経済体制一般の衰退の論述のなかで,問題とする経済体制の一形態
としての資本主義経済体制の衰退過程を考察しているということである｡ただ,
かれの学説とボランニイーの学説との間には,自由市場経済体制を一時的な歴
8
史的現象とみなす点で少なからぬ類似性がみられる｡まず,かれの学説のなか
で,当面の問題に関連している主要な議論を検討してみよう｡
(Ⅰ)｢経済体制｣ W irtschaftssystem という概念が,以下のように用いられて
いる｡‖ ｢経済体制｣は, ｢経済的な諸勢力と諸目的が--･社会的指導から解
放されていてそれら自身が自律しているとともにそれら独自の諸制度がつくり
89
あげられている構造｣であり,このような意味での ｢経済体制｣は,社会生活
の近代の歴史的発展段階においてのみ,一時的に存立するにすぎないものであ
90
る｡目資本主義体制と-ミュニズム体制との両体制が,つぎの諸点VL-おいて,
諸対立点を示しながらも,ともに,ここでいう経済的に自律的である ｢経済体
86 R･MIMaclver,Foreword.ibld･,pp･xi,釈,序文,Ⅸべ-ジ0
87 拙稿,｢合理的経済体制における国家と階級｣,21-28ペー ジ,｢福祉国家の社会的基礎一 社会
学的一考察- ｣,季刊,社会保障研究, Vol･17･No･4,社会保障研究所,昭和57年3月,400-
′403ペ ジー｡
88 E.Heimann,"WirtschaftsystemeinvergleichenderBetrachtung"(Wirlschafl∫sy∫lemcandGcsclschafts･
sy∫teme,J.C.B.Mohr,Tibingen,1954),S.13,Sodale77icoricderWilrischafLssy∫leme,J.C.B.Mohr,
Tibingen,1963jS.3,S.67,S.68,S.70,S,76,S.86,S.90.
89 Soz2'alcTheoric.,S.2.
90 "WirtschaftsystemeinvergleichenderBetrachtung"S.3,SozialcTheorie.,S.2.
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91
割｣のなかに包括される｡ 1)両体制は生産指針および生産技術について ｢経
済的合理主義｣を主要内容としながらも,両体制の間には ｢効率が分立してい
る競争的な経済的経営体において個別的に計算されて,それに従って生産指針
と生産方法が選択されているか,または,これらのことが統一体として組織化
されている体制において集中的に生ずるか｣による歴史的で社会学的な基本
92
的区別がみとめられる｡ 2)両体制はともに,経済的拡大のための ｢余剰｣
Ube-rschuBを追求する生産を本質としており,｢一定の余剰を拡大にとっての
使用のために,そしてより大なる余剰をより急速な拡大のために,獲得する体
93
制｣として定義されうる｡ (Ⅱ)｢経済体制｣と対置される体制は, ｢経済的
諸活動が直接に社会の諸制度のなかに埋没されていて後者によって支配されて
いる｣｢全体的 ･統合的社会体制｣vol1-grundetesGeselschaftssystemであり,
この体制は, ｢歴史的にも経済的諸活動の組織において経済体制に先行してい
94
る｣のであり,そこにおける経済は,余剰が dasgutelJebenのためのよりゆ
たかな消費と余暇のために使用されることよりして, ｢文化経済｣ kulturele
95
Wirtschaftと呼ばれうる｡
(Ⅱ)資本主義経済体制に関しては,とくに,以下の論述が注目されうる｡H
資本主義体制と国家との関連性について,現代の経済生活を自由放任的で個人
主義的な形態とみなすことは問題であり,資本主義経済は, ｢私的企業と有能
で公正な統治によっていとなまれている｣のであって,H･Ritschlのいう｢二
96
重経済｣dualistischeWirtschaftとして定義されねばならない｡目したがって,
現実の資本主義は,私的企業部門の発展のための市場的要素と公共部門の計画
的要素との複合態から成立しており,前者の要素と後者の要素との ｢極大一極
小一状態｣としてとらえられうる抽象化された理念型としての ｢純粋資本主
91 "Wirtschaftssystemcin vergleichenderBetrachtung",S･3,SodaleTheorie･,227-229,
92 "WirtschaftsystemeinvergleichenderBetrachtung",S.9,Soそiale771eOricりSS.227-233･
93 Sodalc77worie.,S.229.,
94 a.a.0･,S.3.
95 a.a,0,.SS.7-14.
96 a.a.0･,S.74.
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義｣は ｢極大資本主義｣"Maximalkapitalismus" と,また,二重経済のなか
で多くの蓄積を成就するための公共部門の方-の重点の新しい移行過程は,
97
｢最高限的資本主義｣ "Maximal-Kapitalismus" と,呼びうる｡白資本主義の
｢動機と衝動｣に関して,ウェーバーのいう禁欲的プロテスタソティズの ｢倫
理｣の基本的意義が評価されうるが,資本主義経済の無限の利潤追求性を解明
するためには,プロテスタンティズムの背後に潜在化していた ｢勢力動機｣
98
Machtmotiveの台頭的作用が考えられねばならない｡囲資本主義経済体制の
｢制度｣に関して,第-に, ｢私有財産制｣とその発展形態としての株式会社
が考察の対象となり,後者は生産の意志決定に関する勢力の集中化の問題とし
99
て検討されうるが,当面の課題としてとくにとりあげられるのは, ｢市場｣に
100
ついての以下の議論である｡ 1)市場の社会的中立性 刷市場は ｢なんらかの
程度の私有財産を通じて定義されうる｣資本主義の構造の ｢論理的完成物｣で
あり,私有財産制は,そこにおいて ｢所有者またはその代理者が生産に必要な
もののすべてを結合する決意を行ない,投資を上廻る収益を取得する諸生産単
位の内的態制 innereVerfassungを特色づけている｣が,市場は, ｢無数の諸
産業からなる独立的に行動する諸生産単位を一つの閑達し合った全体に編入す
る課題をもっている｣ (B)｢市場と資本主義とは同一視しえない｣のであって,
そのことは, ｢市場社会主義｣においてもみとめられうるのであり,市場の前
提となっているのは, ｢有効な個別的諸利害をつくり出すために充分に有効な
分権化｣である｡(C)自由と秩序の均衡と融合のために,実際において, ｢生活
の静態的側面が均衡させられる｣｢市場｣と,｢生活の動態的側面｣をもとめる
｢意識的規制｣である ｢計画化｣との間の機能的分化が,必然的となり, ｢個
別的経営の態制と全体的過程のなかで甲その整序の方法との間のさまざまの可
97 a.a.0.,S.102.
98 "Wirtschaftsystemein vergleichenderBetrachtung",SS.23-24,SoくialeThewie.,SS.94-100･野間
俊威著 『増補 経済体制諭序説』,有斐閣,昭和41年,63-68ページ｡
99 SoZiale771eOYie.,SS.102-112.
1001!.〟.0.,SS.112′-117.
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能的な組合わせ｣は,つぎのように表示されうる｡
このなかで,(Ⅰ)(1)と(Ⅱ)(2)の形態は,理論的極限型であり,現実には存在
しえない｡そして,このような考察の成果は ｢市場の社会的に中立で純粋に枝
術的な機能｣である｡ 旺)市場は ｢変更される政治的諸決定に対してのみなら
ず,社会における自主的運動に対しても従属している｣のであり, ｢計画化は
人間を通じての規制である｣が, ｢市場は無定形で非人格的で純粋に機械的な
101
規制｣であるにすぎない｡ 2)市場の技術的職務と限界 市場は自由競争によ
る価格機構と結びつく場合にもっとも有効な作用を示すといいうるが,この場
合の市場のはたらきについても,とくに自由放任競争の資本主義体制において
は,つぎのような限界がみとめられうる｡まず,市場データーは ｢短期間に対
する信頼すべき指針｣であるとみられており,将来についての重要な決定の作
用が大になるほど市場データーに解ることは少なくなり,このことが長期的投
資における投機の問題と関係している｡そして,一般に,投資と収益および供
給量と需要量との間のバランスについての ｢不確実性｣の問題が市場機構の限
界を示しており, ｢自由市場のみがもたらしうるものより以上の倍額すべき長
102 103
期的な指導｣が要請される｡ 3)競争と独占 資本主義的市場における ｢競争
と独占との間の弁証法的関係｣について,つぎの事柄が指摘されうる｡経済体
101a.a.0.,S.116.
102α.α.0.,SS.117′-125.
103a.a.0.,SS.125-138.
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制の歴史的な動態に対して,LA)｢完全競争の市場概念がつくり出す的確な印象
は経済体制の理解に対するその概念の無意義隆｣であるが, ｢純粋で完全な市
場の理論は,静態的であって,無時間的である｣｡ (B)このような静態的競争に
ついての理論は,小規模経営の所有者たちの自己責任の心理的な力によって支
配されていて技術が未発展の初期の資本主義を叙述するものではあるが,やが
て支配的となった大規模技術は ｢競争の性格を静態から動態-と変化させ｣,
多数の小単位における自己責任の心理的な力は大会社における資本の枝術的な
カによって打ち負されるにいたり,｢動態的競争は独占-の途｣となり,｢独占
に対する代替物は,競争ではなくて,無投資である｣といいうる,
(Ⅳ)｢資本主義に対する反抗 Revolte｣について,とくに資本主義体制にお
ける問題に関して以下の論述が展開されている｡
H ｢経済体制｣一般に対する反抗についてつぎの基本的な原則が考慮されて
104
いる｡ 1)｢全体的 ･統合的社会体制｣は ｢文化経済のために重圧的な代価を支
払ったのであり,その暗い側面は根本的な窮乏であった｣が, ｢経済体制｣は,
｢財貨稀少性の除去という目的と結果に近づいた｣が,｢社会の生活に対する明
白な関係の欠如｣が暗い側面といえる｡すなわち, ｢人間は大小の諸集団のな
かで生きて働いており,その自発的な諸行動と相互作用を社会と呼ぶ｣ならば,
｢経済体制｣においては, ｢社会が経済的支配のもとにある｣ことが ｢その暗
い面を通じての経済体制の完成化である｣と,さらには ｢社会の生活に対する
経済的統制を通じて自発的な諸行為は経済的試鎌と評価に従属させられる｣と,
とくに労働に関して, ｢全体的 ･統合的社会体制｣では,文化的,社会的生活
である人間的労働が主軸であったのに対して,いまや,｢労働市場が労働者各
人の人格的または社会的な責任の外部にある純統計的な供給と需要の大きさを
支配することによって無定形市場の主軸となった｣と,あるいは,｢労働は,他
の諸事物のなかの事物として物化されていて"verdinglicht"人間的ではなくな
っている｣といいうるのである｡ 2)｢経済体制｣においては,｢賃金がますま
104a.a.0.,SS.140-146.
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す悲惨な状態になっているときに,余剰はますます大となり,拡大はますます
速度をすすめ,--･ひとが社会と文化をますます飢えさせてゆくときに,ます
ます将来は富裕となる｣｡ 日社会改革と社会主義の理論として,つぎのように
105
主張される｡ 1)窮乏に対する闘いである不断の拡張運動が窮乏を減退させる
に至った時点においては, ｢人間における人間的なもの-の要求｣の目標-向
っての行進は譲歩によっておくれてはいるが断絶されていないのであり, ｢代
替的なものをあとに残すことなく,資本主義は改革されるか没落させられるか
のいづれかである｣が,これが ｢社会改革の理論｣となる｡ 2)｢社会改革は
資本主義を萎縮と爆発との奴生子的危枚から救った｣のである｡ 3)｢社会の
保持に対する責任をもっている諸事象は--ますます熱意をもって資本主義の
救済のために国家投資の原則を正当化してゆく｣のである｡ 4)以上のことは
弁証法であり, ｢資本主義はつねにくり返してその基本的主義に反 していた
(国家の)方策を賞著しまたは導入せねばならなかった｣のであり,改革は現
実に資本主義を改革したことによって救ったのであるが, ｢社会改革は,圧迫
が危険な程度に到達するとき,譲歩に譲歩をつづけ改革を重ねてゆく｣のであ
り,このような改革のくり返しの続行にしたがって, ｢資本主義は全く崩壊し
てゆくためではなくて,改革されてゆくために,みずからを改革するのであ
る｣｡ 5)｢この弁証法の衝動力は,資本主義の禁欲的な非人間性に対する激動
としての社会主義である｣が, ｢資本主義は改革が成長する程度に応じて減退
してゆき,暴動の狂乱は減退してゆく｣のである｡6)｢社会主義は資本主義に
とっての対照物であり,その場合に前者は後者に,枝術的生産性という殿堂の
外部に人間的尊厳性に領域を譲渡するように強行させ,人間的尊厳性を代償と
した生産性はかくして排除される｣のである｡改革された体制と資本主義との
問題の総括的結論としての重要な点として ｢資本主義を,経済的観点から,理
論的意味における市場経済として,定義ずけるならば｣, われわれにとってこ
のような研究は役に立たないのであり, ｢資本主義においてほなんら社会的閑
105a.a.0.,SS.146-226.
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係はなくて,単に市場的関係があるのみであるが,デモクラシ-においては社
会的諸関係が,まさに社会における諸集団問の関係であり,すなわち,それら
の諸関係は公開的なものであり私的なものではない｣と,さらには,このよう
な体制は,社会主義と呼ぶことは提案されないで,社会改革と呼ばれてきて,
それを ｢社会主義の真の弁証法的成果としてみとめてきた｣のであり, ｢デモ
クラシーはその力を産業をこえて洞察と正当性をもって利用するのに充分に警
106
戒的で明敏的であるだろうか｣と,主張されうる｡
(Ⅴ)｢経済体制｣の崩壊と ｢全体的 ･統合的社会体制｣-の動向について,
とくに,つぎのような独自の議論が展開されている｡H経済的余剰の無限の追
求を目指した余剰の物的生産のための再投資の続行により,文化的,道徳的な
人間生活を犠牲にする ｢経済体制｣の矛盾は,資本主義体制のみならずコミュ
107
ニズム体制においても指摘されうる｡目 ｢思考転換と再建｣の題題について,
108
以下のように主張されるo1)｢全体的 ･統合的社会体制-の,すなわち,新し
い文化経済-の途上にある｣という結論的叙述を, ｢生産の改造｣における計
画的指導の予知についてみるとき, ｢経済体制｣の終末期にみられる諸弊害の
検討をふまえたうえで, ｢商業的生産から文化的生産への,すなわち,多大の
物質的財-の需要から多大の文化的財-の需要への転向が,それが論理的であ
るがゆえに主張される｣のであり, ｢文化経済-の再帰はむしろもっぱら,文
化的および社会的に信頼される社会が欠乏を深刻に自覚して,与えられた技術
的必然性の内部で改良されうるものをその成員に責任をもって引きうけさせて
改善してゆくように心を配って努力させるようにすることを,意味している｣
とともに,_｢人間労働の墓碑のうえに新しい希望を植えつけることは重大な業
績となる｣のであり, ｢それは dasguteLebenに基づいた希望となる｣と,
また ｢このことは,それが合理的であるがゆえに,論理的である｣といいうる
106a.a.0.,S.211.
107"Wirtschafsystemeinvergleichender】etrachtung".SS.12-13,SS.30-38,Soく2'aleTheorie.,SS･
227～293.S.230.
108"WirtschaftsystemeilVergleichenderBetrachtung",SS.38-40,SoてialeThcoric.,SS･323-331.
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が,この人間精神ゐ改革の可能性の歴史的事実として, ｢西欧世界は1500年代
よりキリスト教的伝統が成長してきている｣ことが顧みられ, ｢人類のあらゆ
る偉大な伝統のなかでキリス ト教的伝統においてのみ,人間の生活は木裏と歴
史において宗教的威厳としたがって宗教的責任からなる事柄となるのであり,
人間の最高の天分は人間を正当化するように要請されている｣のである｡
(i) 諸批判点の検討
以上の-イマンの学説をめぐって,筆者の問題としている ｢自由経済組織｣
と ｢自由市場組織｣との関連性における ｢自由市場経済体制｣の変動傾向の議
論に中心点をおいて,とくに問題となりうる以下の諸点について,検討をここ
ろみることにする｡
(Ⅰ)まず, ｢経済体制｣の概念内容について,注目される事柄として指摘さ
れうるのは,-イマンのいう｢経済体制｣の概念内容が,われわれの見解と,
とくにつぎの二点で相違しているということである｡Hわれわれのいう｢経済
体制｣には,㈱前近代社会に特徴的な非合理的社会構造を前提としている ｢非
合理的経済体制｣と,(B)近代社会に特有の合理的社会構造に基づいている ｢合
109
理的経済体制｣とが含まれうるが,-イマンのいう｢経済体制｣は,(B)の ｢合
理的経済経済体制｣に限定されている｡目われわれは,経済生活における諸個
人の自由の促進と抑圧ということを中心的基準とし,さらには,経済体制にお
ける ｢余剰追求的生産｣,｢自律性｣,｢合理性｣などの実質内容に関して,資本
110
主義経済体制とコミュニズム経済体制とを峻別するが,-イマンにおいては,
コミュニズム経済体制も,資本主義経済体制とともに, ｢経済体制｣に含ませ
られている｡
(Ⅱ)資本主義経済体制の特色についての-イマンの議論を,自由市場経済体
制の問題に焦点をおいて,とくに問題となる諸点を,吟味してみよう｡‖資本
109拙稿 ｢経済体制と階級構造｣,70-73(拙著 『現代資本主義と階顔』,72-74ページ),｢合理的経
済体制における国家と階級｣,29-32ページo
llO拙稿 ｢社会主義と階級｣(拙著 『新訂 社会科学概論』),117-130ページ,｢計画経済体制と勢力
構造｣,30-32ページ,｢合理的経済体制における国家と階級｣,38ページ｡
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主義経済体制における市場的要素と計画的要素との関連性については,1)基本
型の資本主義経済体制において,計画的要素は単なる前提的要素であって,経
済過程における間接的 ･潜在的要因として作用している段階から,2)発展型の
資本主義経済体制において,計画的要素が,さらに,経済過程に直接的 ･顧在
11
的要因として介入している段階-の変動が,資本主義経済体制の根本的な変質
112
傾向と本質的に結びついていることが考慮されねばならない｡目資本主義経済
の利潤追求の動因として,｢勢力動機｣が着目されていることは適正な見方で
あるが,この ｢勢力動梯｣による無限の利潤追求性をプロテスタンティズムの
禁欲的倫理に結びつけて説明することには問題があり,資本主義経済体制の前
提となる ｢社会構造｣において残存している非合理的な無限の拡大性を本質と
する対人的優越意欲としての ｢力の欲望｣の経済的利益の無限の追求という形
113
での作用として理解することが顧みられねばならない｡E)資本主義経済体制の
｢制度｣に関して,私有財産制をその基本的事象として,株式会社をその発展
としてとりあげ,後者が生産の意志決定に関する勢力の集中化の問題として議
論されているが,筆者は,企業の生産の成果を決定する職能である,私有財産
の提供からなっている資本を運用して生産の意志決定と執行を担当する ｢企業
者職能｣の所有者および行使者が,株式会社の発展に伴う｢所有 と経営の分
離｣の進行によって,少数の資本家より比較的多数の非資本家的経営層に移行
するところに,資本主義経済体制と結びついた階級的勢力の本質的要素の変化
114
と分散化の傾向の一大要因をみとめるのである｡囲もっとも問題 となる ｢市
場｣の議論をめぐって,つぎの諸問題点が指摘されうる｡1)市場を, ｢社会的
111拙稿 ｢経済体制における国家の位置｣, 国民経済雑誌第126巻第1号,昭和47年7月,10-11ペ
ージ,15-17ページ (拙著 『現代資本主義と階級』,82-83ペ-ジ,85-88ページ)0
112拙稿 ｢企業組織と階級的勢力｣,59-71ページ (同上拙著,99-110ページ)0
113高田保馬 ｢資本主義の社会学的考察｣(『国家と階級』,岩波書店,昭和9年),202-204ページ｡
拙稿 ｢営利原則と経済体制｣,同上誌第135巻第6号,昭和52年6月,21-29ページ0
114拙著 『階級構造の基蕗理論』, 255-256ペ-㌔,拙稿 ｢企業組織と階級的勢力｣, 75-83ページ
(拙著 『現代資本主義と階級』,112-119ページ).｢資本主義体制の変質と非経済的勢力｣,60-73
ページ,｢資本主義経済体制における自由と政治権力｣,17-29ページ｡
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に中立的｣であり,そこにおいて生ずる ｢自生的運動に従属｣していて,｢無定
形で非人格的で純粋に機械的な規制｣としてとらえている点は納得されうるが,
このような意味での市場が資本主義経済体制と結びつくときに,この経済体制
に特有の傾向の発展に対して,積極的作用をいとなんでいることを否定しえな
い｡すなわち,資本主義経済体制とくにその基本型に特有の ｢自由競争市場｣
は,結果的にみて,企業の無限の利潤追求を放任し,資本家を中心とする階級
的上位者の私的所得および私有財産の累積的増大をもたらし,万人に対して機
会均等的な充分な意味での自由競争に対する阻止的作用をいとなむことになる｡
2)競争と独占の問題に関して,競争を静態的無投資状感として,独占を動態的
投資状態としてとらえることに対してほ,㈱動態的投資は,発生的には,自由
競争市場を基盤として発展するものであることと,(B働態的投資の主体が,
(bl) 革新的生産方法を遂行する個人的企業者の場合と,(b2) 官僚制化してゆ
く大規模企業の場合とに区別され,(b2)の場合において,競争と対立する独占
の事態が生ずることが,指摘されうる｡匡)資本主義経済体制の ｢基本型｣から
15
｢発展型｣または ｢変質型｣-の変動傾向が実現しており,この懐向に対応し
て, ｢自由経済組織｣の拡大と ｢自由市場組織｣の国家の統制を中心とする制
約性の増大と結びついた変容が考えられるが,-イマン学説においては,この
点の考察が体系的ではない｡
(Ⅲ)社会改革の基本的動因が,｢経済体制｣の物質的余剰の拡大的生産によ
って犠牲にされている社会の人間的 ･文化的生活の快復にもとめられているが,
この議論に対しても,以下の批判点をみとめざるをえない｡H社会改革の推進
的主体およびその基本的動機についての追求が充分でなく,つぎの諸点が問題
七なる｡1)-イマソも述べているように,社会改革の中心的主体となるのは,
国家であるが,国家の改革政策を背景で動かしている階級あるいは諸利害団体
116
のあり方の考察が必要となる｡2)改革の主体の動機が,人間的 ･文化的生活-
115拙稿 ｢企業組織と階級的勢力｣,59-71ページ (同上拙著,99-119ページ),｢資本主義体制の変
質と非経済的勢力｣,67-73ページ｡
116拙稿 ｢経済体制における国家の位置｣,17-18ページ (前掲拙著,86-89ページ),｢福祉国家の
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の要求という高次の理性的次元でとらえられていて,- 実践当為の問題と結
びついているとも解釈しうるが- この点について,資本主義経済体制の変動
あるいは更新を ｢非意図的｣および ｢意図的｣に,また漸進的または急進的に,
実現している階級の上位者および下位者の対人的優越意欲としての ｢力の欲
望｣の充足に基づいた社会的勢力の獲得,維持,拡大のための諸行為によって
117
説明しようとする私見とは異なっており,ひとびとの社会的交渉における ｢対
人的｣動磯の最根底をなしている非合理的意識とくに力の欲望についての追究
がなされていない｡この点は,-イマンが,資本主義経済の無限の利潤追求の
｢動機と衝動｣を,プロテスタンティズムの宗教的倫理との結びつきにおいて,
｢勢力動梯｣の面より説明していることと関連づけて再検討されねばならない｡
目 ｢全体的 ･統合的社会体制｣の形成についていくつかの疑問点が生ずる｡1)
筆者の解釈によると, ｢文化経済｣は,㈱社会保障や社会福祉のための公共的
経済へ向けられるものと,刷教育,芸術,宗教,道徳などの精神文化の向上に
向けられるものとを含んでいるとみられうるが,-イマンにおいてほ, この
｢文化経済｣の内容が明確に示されていない｡2)-イマンは,｢社会｣を,｢統
治的および経済的な諸機能におけるひとびとを含めて,あらゆる成員にとって
自然的なものになる共同の道徳的信念を伴っている人間の自発的連結と恒常的
18
な結束｣と,また,既述したように,大小の諸集団のなかで生きて働いている
119
人間の ｢自発的な諸行動と相互作用｣と,呼んでいるが,このような意味での
｢社会｣によって統合された社会体制については,以下の根本的な問題点が提
示されうる｡仏に のような社会体制と現代の社会生活における合理性の高度の
発展段階と結びついている筆者のいう固有の対人的現象としての ｢純粋型の合
社会的基礎｣,398-400ページ｡
117拙著『階級構造の基礎理論』,273-285ペ-ジ,拙稿｢体制的変動要因における社会的要因｣,秤
戸大学経済学研究年報5,昭和33年, 261ペ ジー, ｢資本主義経済体制の変動における主体的要田
- 階級論的一考察- ｣(経済社会学会編『経済体制と自由』,経済社会学会年報･I,新評論,
昭和51年),18-86ペ ジー｡
118"Wirtschafsystemein vergleichenderBetrachtungH,S.39.
119So;Ciale77ieorie.,S.140.
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120
理的社会構造｣との対比が考えられねばならない｡(B)｢全体的 ･統合的社会体
制｣における諸種の非経済的現象から制約された状態での新しい形態の ｢自由
市場体制｣のあり方の論究が要請される｡3)根本的な問題として,-イマンに
おいては ｢全体的 ･統合的社会体制｣の成立が,客観的法則としてよりも,辛
リス ト教への信仰を主軸とした,実践的当為において主張されていることを否
定しえないであろう｡
ⅠⅤ 計画経済体制と自由市場経済体制との関連性についての一試論
国家を中核的主体とする公共団体の中央計画によってすべての経済組織およ
び経済主体の活動に対してなんらかの程度と意味での統制または干渉が加えら
121
れている経済体制を, ｢計画経済体制｣としてとらえるとき,それは,定型的
にみて,(1)中央集権的な計画の命令体系による総合経済過程の全面的統制を企
図していて,各経済組織および諸個人の主体的で自主体的な判断に基づいた経
済的行為の実現の余地は極小状態である ｢強制計画経済体制｣と,(2)市場にお
ける価格機構を通じての自由競争によっては適正な解決が困難である経済生活
の基本的構造 (各産業部分への資源の配分,労働時間の基準の制定,産業につ
いての公営部門と民営部門との決定,公共財の支給についての種類および量の
決定--など)については,中央計画による統制を不可欠的要件としているが,
それ以外の分野においては,各経済主体の主体的で自主的な活動の実現の機会
をできるだけ大忙し,価格放横を通じての自由競争を最大限活用することを目
12
標とした ｢自由 (読争)計画経済体制｣とに区別されうる｡
われわれが問題とするのは, ｢自由計画経済体制｣と充分な意味での自由競
争の発展と結びついた ｢自由市場経済体制｣のあり方であり,今後開拓される
120拙稿 ｢合理的経済体制における国家と階級｣,21-28ページ,｢共益経済の社会的基礎｣10-15ペ
ージ,｢福祉国家の社会的基礎｣,401-406ペ-ジ｡
121拙稿 ｢計画経済体制と勢力構造｣,28-30ページ.
122北野熊蕃男 『社会主義と近代経済理論』,ミネルヴァ書房,昭和36年,第7章,182-188ページO
拙稿,｢社会主義と階級｣,122-124ページ,｢計画経済体制と勢力構造｣,30-31べ-ジO
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べきいくつかの問題点を,すでにとりあげた諸学説の批判的検討をふまえて,
指摘しておくことにする｡(1)｢自由計画経済体制｣においては,社会生活にお
いて,経済生活がほんらいの手段的位置を占めていて,広義の精神文化が優越
123
的位置にある｡(2)可能的多数のひとびとの主体的 ･自主的判断による諸物財調
達行為が行われるための ｢自由経済組織｣の発達がみられ,とくに,ひとびと
の才能,学識,職能を活用した物化されがたい主体的 ･能動的職能による,換
言すれば,物化された商品としての労働との交換以外の要因による所得形成の
過程が増大してくる｡(3)｢自由市場組織｣においては,物化された労働として
の商品の占める割合は減退し,ほんらいの財が交換の中心的分野を占めるよう
になる｡(4)ここでいう｢自由競争組織｣および ｢自由市場組織｣は,国家その
他の諸現象からの拘束をうけずに自律的に放任され成立するものではなく,そ
れらの成立については,つぎの事柄の考察が重要な意義をもってくる｡(i)
｢計画経済化の本質的問題は,同時に人間における自由の高まりを意味してい
124
る｣ことよりして,ここでいう自由は,計画化された自由であり,計画の中心
的主体は,国家にはかならないが,この点について,つぎの検討が必要である｡
(I)この場合の国家は,高度に民主化されたものであり,その政治的統制力に
おいても,｢直接的 ･強制的｣要素よりも, ｢間接的 ･誘導的｣要素が中心的
125
要素となっている｡(Ⅱ)経済生活における自由は,教育,道徳,芸術,宗教
--などの諸文化現象との密接な関連性にあることが必要であり,これらの諸
現象の育成および発展のための諸団体が,国家の政治的統制力に対する干渉力
126
を増大させている.(ii)以上のような意味での ｢自由計画経済体制｣は ｢純粋
127
型の合理的社会構造｣を前提として成立しており,ひとびとの社会的勢力の相
123拙稿 ｢経済優位時代を超えて｣(拙著 『新訂 社会科学概論』,第3茸第6節)0
124北野熊善男 ｢経済における自由と計画｣(『経済体制と自由』),69ページ｡
125拙稿 ｢経済体制における国家の位置｣,15-18ページ (拙著 『現代資本主義と階級』,185-186ペ
-ジ),｢合理的経済体制における国家と階級｣,35-37ページ0
126拙稿 ｢福祉国家の社会的基礎｣,398-400ペ-ジ｡
127拙稿 ｢合理的経済体制における国家と階級｣,37-38ページ,｢福祉国家の社会的基礎｣,403-406
ペ - ジO
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達によって区分される ｢勢力構造｣においては, ｢階級構造｣的性格に代って,
128
しだいに, ｢指導構造｣的性格が増大している｡
ミ-ゼス- ハイエク- 7.)-ドマンの系譜の自由競争市場体制擁護論者
が計画経済体制における市場競争的要素の成立の不可能性を主張しているよう
に,自由競争的要素と計画的要素との適切な関連づけほ,きわめて困難な課題
ではあるが,今後の新しい経済体制を考えるうえで,この二つの要素の接合性
は不可避的慣向にあるのであり,この小論では,その客観的実現性を論究する
うえでの基本的な諸問題点の提起をこころみたのにすぎないのである｡
128拙著 『階級構造の基礎理論』, 63-64ページ,286-292べ-ジ,拙稿 ｢合理的経済体制における
国家と階叔｣,27-28ペ-ジ,｢福祉国家の社会的基礎｣,401-403ページo
